


























































することができるとされている（10 COLLIER ON BANKRUPTCY ¶6001.01（Alan N. 





























































































（deed）などが挙げられる（See 10 COLLIER ON BANKRUPTCY ¶6004. 08 （Alan N. 

















































































































ずして，異議の申立てができることとなる（See FED. R. BANKR. P. 6006 （g） 
























適用対象としているのはその内の（d）である（See 10 COLLIER ON BANKRUPTCY ¶
6010.01（Alan N. Resnick & Henry J. Sommer eds., 16th ed.））。債権者が有す
るリーエンが否認されるべきものであるのに，保証人が債権者に弁済してし
まうと，そのリーエンが消滅し，否認ができなくなるが，債務者がその保証
人に対して求償債務を履行している場合には，同規定により，保証人に対す
る求償債務の履行を否認できるのである。
　　　なお，米国倒産法における否認権制度の概要・日本法との比較等について
は，福岡〔第 2版〕・141頁以下参照。
（19）　本手続規則第Ⅶ章は，対審手続（Adversary Proceedings）につき規定する。
詳しくは，R.第7001条以下参照。
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ばならない。
　 （ 1）　管財人が破棄を提案する患者の記録を有するヘルス・ケア施設を詳細
に特定し，
　 （ 2）　患者記録に関する情報が，ある者から取得されることがある場合に
は，その者の氏名，住所，電話番号，電子メール・アドレス及びウェブサイ
トを明らかにし，
　 （ 3）　患者の記録を請求する方法を明らかにし，かつ，
　 （ 4）　患者の記録が請求されなければならない期限，及び，その請求がなさ
れなかった場合に記録が破棄されることになる旨を明らかにしなければなら
ない。
（b）　本法第351条（1）（B）（22）の規定による郵便による通知　　患者のプライバ
シーについて適用ある非倒産法に従い，本法第351条（1）（B）の規定による患者
の記録の請求又は処分に関する通知は，本条（a）の規定による情報を含むこと
に加え，その患者に通知を知らせるよう，当該通知を受領する患者の家族又は
代理人に指示するものでなければならない。本項の規定によるいかなる通知
も，患者，家族又は患者のヘルス・ケアに関する情報を提供する目的との関係
において，管財人又は財産の占有を継続する債務者に氏名及び住所が知らされ
ていたその他の連絡担当者，そのヘルス・ケア施設が所在する州の司法長官，
及び患者がヘルス・ケアの保険に加入していた保険会社に対して，郵送されな
ければならない。
（c）　通知の要件を遵守していることの証拠　　裁判所が管財人に対し，本法
（20）　2005年改正法により，ヘルス・ケア事業に関わる倒産事件すべてに適用さ
れる特別規定が追加された。ヘルス・ケア事業の定義につき，連邦倒産法第
101条（27 A）参照。また，R.第1021条も参照。
（21）　連邦倒産法第351条は，第 7・ 9・11章事件の管財人が患者の記録を適切
に保管する十分な資金を有しない場合に，管財人が行わなければならない責
務につき規定する。管財人は， 1年間は患者の記録を保管し，患者や保険者
に対し，その期間内に請求がなくこの期間を経過するとこれらの記録は破棄
される旨を新聞により公告しなければならないこと等が定められている。ま
た，2005年改正法により，管財人は，閉鎖される医療機関の患者を，最寄り
の同等の設備を有する施設に移管する努力をすべき旨の規定が新たに設けら
れた（連邦倒産法第704条（a）（12））。
（22）　連邦倒産法第351条（1）（B）は，管財人が，患者の記録を保管する義務を負
う 1年間の最初の180日でなすべき通知につき規定する。
184　　比較法学 52巻 1号
第351条（1）（B）を遵守していることの証拠を封印した上で提出することを命じ
ない限り，管財人はその証拠を提出することを必要とされないが，その証拠を
相当の期間，保管しなければならない。
（d）　患者の記録の破棄の報告　　管財人は，本法第351条（3）（23）の規定により
患者の記録を破棄した後30日を超えない期間内に，請求がなかった患者の記録
が破棄されたことを確認し，その破棄を生ぜしめるために用いられた手段を説
明する報告書を提出しなければならない。その報告書は，氏名又はその他個人
を識別する情報によって患者を特定してはならない。
 〔以下・第Ⅶ章〕
（23）　連邦倒産法第351条（ 3）は，具体的な破棄方法として，紙の媒体であれ
ば，シュレッダーにかけるか焼却をし，電磁的・光学的記録の場合は，情報
を復元できなくなるよう破壊しなければならない旨を定めている。
